
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2006 年 5 月 13 日京都新聞より 



 

＜消費者団体訴訟制度とは？＞ 

消費者全体の利益を守るために、消費者団体に訴訟を起こす権利を認める制度です。 

（個人では難しい訴訟に、消費者団体が取り組めるようになる制度です。）  

下記ページで消費者団体訴訟制度を詳しく説明されています。 

内閣府消費者の窓ホームページ⇒http://www.consumer.go.jp/seisaku/cao/soken/index.html 

 

 

＜無料電話相談を実施した京都の弁護団の動き＞ 

新聞記事で、特に注目する点は「１、２年ごとに支払う更新料（再契約料）も合理性がある

かは疑問だ」として、幅広い相談を呼びかけている点です。 

２００７年６月に施行される消費者団体訴訟制度をにらんだ京都の弁護団の無料電話相

談の実施と考えられます。 

 

 

＜消費者団体訴訟制度が施行されると＞ 

更新料（再契約料）は、消費者の利益を害する条項にあてまる可能性が高いと思われま

す。つまり、入居者の相談を受け、消費者団体(第三者)が家主を訴えることが可能になり

ます。 

 

 

更新料(再契約料)は、他の地方ではほとんど存在せず、京都独特の慣習です。 

新築の賃貸マンションでも、礼金、更新料（再契約料）がない物件が増えています。 

 

 

２００７年６月に消費者団体訴訟制度が施行されると、更新料（再契約料）、礼金を入居

者からいただくことが難しくなるかもしれません。 
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